
茨城県事業引継ぎ支援センターの
活動状況等について

平成30年3月27日（火）

水戸商工会議所

茨城県事業引継ぎ支援センター
統括責任者 田口 義久

日本銀行 金融高度化センター 地域ワークショップ説明資料



中⼩企業の数はこの15年間で約100万者減少。リーマン
ショック後に急減したが、直近の2年間は減少ペースが緩やか
に。

経営者の⾼齢化が進展。年齢のピークは66歳に。
2020年頃には平均引退年齢（70歳）に達する。

経営者の年齢別に⾒た事業承継の準備状況

70代、80代の経営者でも、半数以上が事業承継の準備が
終わっていない。早期着⼿を促す必要あり。

（出典）中⼩企業庁委託「中⼩企業における事業承継に関するアンケート・ヒアリング調査」（201６年２⽉、㈱帝国データバンク）（再編・加⼯）
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経営者年齢が上がるほど、投資意欲の低下やリスク
回避性向が⾼まる。
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事業承継の現状と課題



センターにおける⽀援の流れ
①相談対応（⼀次対応）
・相談対応を通じ、事業引継ぎ⽀援の実施の可否を判断。

②登録機関への橋渡し（⼆次対応）
・相談案件をセンターの登録機関（仲介業者、⾦融機関等）に
取り次ぐ。

③センターによるマッチング（三次対応）
・マッチング相⼿がいる場合や登録機関の不調案件をセンターが
⼠業法⼈等を活⽤してマッチングを実施。

⽀援スキーム

事業引継ぎ
⽀援センター

（データベース）

マッチング
（希望条件が合致した場合）

事業引継ぎ実現

・後継者不在
中⼩企業等 ・譲受希望企業等

○後継者不在の中⼩企業の事業引継ぎを⽀援するため、平成２３年度より、中⼩企業のＭ＆Ａを⾏う事
業引継ぎ⽀援事業を開始。これまでに、事業引継ぎ⽀援センターの全国展開を実現。

○発⾜以来、約１万５千社の相談に応じ、６７２件の事業引継ぎを実現した。

地域の公
的機関
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平成27年度ルート別相談割合（相談全体）

出所：中⼩企業引継ぎ⽀援全国本部
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1.茨城県事業引継ぎ支援センターの活動状況

（1） 「茨城県事業引継ぎ支援センター」が一昨年3月に開所、4月より活動開始してから、1
年11ヶ月が経過しました。
平成29年度にセンターに寄せられた相談件数は155件（うち譲渡64件、譲受84件、その

他7件、※うち支援完了12件）となっています。（平成30年1月31日現在）
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全国の相談件数（29/4～30/1月・10ヶ月間）

平成29年度の相談件数では
全国１８番目の多さ



（2）茨城県相談受付の内訳（H29年度29/4月～30/2月）
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2.-1事業引継ぎ支援センターの支援方法②(相談申込・対応の流れ)

1.相談申込→受付（一次対応）→相談対応
①相談申込書による申込 ②HPによる申込

http://mito.inetcci.or.jp/hikitsugi/

2.センターより相談者宛架電
・面談日時の決定

・相談者の現状および今後の希望等について
詳細をヒアリング

3.二次対応・三次対応

①二次対応
・ノンネームシートの作成
・登録民間支援機関へのNN情報の提示
・全国本部ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽへの掲載
（希望によりNNDBへも掲載）
・ﾏｯﾁﾝｸﾞｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰへのNN情報の提示
（旧専門登録民間支援機関＝士業等）
・ノンネーム詳細情報の提供等
（秘密保持契約が前提）

・登録民間支援機関の紹介・取次ぎ

②三次対応
・センター内マッチング（売り⇔買い）
（他県のセンターとのマッチングもあり）
・秘密保持契約の仲介
・ノンネーム詳細情報の提供等
・トップ面談仲介
・専門家の紹介等



・後継者不在の事業主と起業家をマッチングすることにより、地域に必要な事業の存続を図るとともに、創業も支援する事業。

（後継者人材バンクのメリット）
【事業主】 ： 自ら育ててきた事業を意欲ある後継者に引き継ぐことができ、従業員の雇用も維持することができる。

【起業家】 ： 店舗や生産設備、顧客、取引先等の経営資源を引き継ぐことにより、起業リスクを低減することができる。

○「茨城県後継者人材バンク」は全国16番目の「後継者人材バンク」として、平成28年11月29日にフル稼働での立上げとなりました。

・茨城県における「連携創業支援機関」：県内8商工会議所、（一財）水戸市商業・駐車場公社、（一社）茨城県中小企業診断士協会の10機関

2.-2 茨城県後継者人材バンク2.-2 茨城県後継者人材バンク

後継者人材バンクとは

スキーム図

後継者バンク
（支援センター） 起業家（連携創業支援機関の創業塾受講者）

マッチング （事業計画書作成・提出）

事業引継ぎ実現

後継者不在事業主
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2.‐3その他の活動

①「金融機関等連絡会」の開催
30年2月までに8回実施
※直近の平成29年度第4回は、20団体32名が参加

②県内各金融機関、商工会議所、その他各種団体における説明会実施
30年2月までに、延べ74ヶ所、参加人数2,160人

③登録民間支援機関およびマッチングコーディネーター（旧専門登録民間支援機
関）の拡充
・登録民間支援機関・・・8機関

（常陽銀行、筑波銀行、みずほ銀行日立支店・水戸支店、水戸信用金庫、
㈱日本M&Aセンター、㈱ストライク、 ㈱日本経営承継支援）

・マッチングコーディネーター
公認会計士 4名、弁護士 1名、税理士 1名、中小企業診断士 1名

※今後、必要に応じて追加してまいります。
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3.茨城県事業引継ぎ支援センター

相談は無料です。お気軽にご相談ください。
当事業関係者は、守秘義務を負っておりますので安心してご相談いただけます。

（1）体制
・統括責任者（ＰＭ） ：常勤1名
・統括責任者補佐（ＳＭ） ：常勤1名
・専門相談員兼事務局長 ：常勤1名
・事務局員 ：常勤1名 計 4名

（2）業務日時
月曜日～金曜日9：00～17：15
（休日：土、日曜日及び祝日、12/29～1/3）
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（3）事務所所在地
水戸市桜川2‐1‐6 ｱｲﾗﾝﾄﾞﾋﾞﾙ3F 301号室
TEL：029‐284‐1601 FAX：029‐284‐1602
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当センター
（1Fに「炎神（あぐに）」さんがあります）


